
平成 12年 3月期 決算短信 (連結)  平成 12年 5月 11日

上   場   会   社   名       ミネベア株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       6479 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 長野県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　大木貞彦 TEL (03) 5434 - 8611
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 11日

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績                  （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 284,757 △ 6.7 31,069 △ 19.4 21,522 6.4

11年 3月期 305,324 △ 6.4 38,546 △ 34.5 20,221 △ 36.1

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 △ 2,677 - △ 6.72 - △ 1.8 4.9 7.6

11年 3月期 11,507 △ 24.0 28.94 26.32 8.0 4.2 6.6

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    5 百万円          11年 3月期    13 百万円

     ②有価証券の評価損益 792 百万円 デリバティブ取引の評価損益 - 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     ⑤１２年３月期につきましては、税効果会計を適用しております

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 403,994 154,356 38.2 386.71

11年 3月期 473,360 145,705 30.8 366.29

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー　　　　キャッシュ・フロー　　　キャッシュ・フロー　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 60,289 △ 13,298 △ 71,765 24,432

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  55　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）3　社  （除外）6　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 139,000 10,000 6,000

通　　期 290,000 24,000 15,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   37 円 58 銭 
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添 付 資 料 
 
１．企業集団の状況 

当社を中心とするミネベアグループは、当社及び関係会社５７社（子会社５５社、関連会社２社）で構成され、ベアリン
グ、機械部品、輸送用機器、特殊機器及び電子機器の製造・販売、並びに家具及びインテリア用品等の一般流通商品の販売
を行っております。 
製品の製造は、当社及び国内子会社、米国、欧州、アジアの各国に所在する子会社が各製造品目ごとの生産を担当してお

ります。製品の販売は、国内においては当社の販売特約店である(株)啓愛社エヌ・エム・ビーを通じて行っており、海外に
おいては米国、欧州、アジア各地に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。一般流通商品の販売は、当社
の子会社である(株)アクタスを通じて行っております。 
 
各事業の種類別セグメントとの関連及び主要な生産会社及び販売会社は次のとおりであります。 
 

事業の種類別 
セグメント 

事 業 主要な生産会社 主要な販売会社 

機械加工品 ベアリング 当社 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
ROSE BEARINGS LTD. 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
上海美 精密机 有限公司 

当社 
NMB TECHNOLOGIES CORPORATION 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
NMB (U.K.) LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
MINEBEA TECHNOLOGIES PTE. LTD. 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 機械部品 当社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

(株)啓愛社エヌ・エム・ビー（※） 

 輸送用機器 当社  
 特殊機器 当社 

IMC MAGNETICS CORP. 
 

電子機器 電子機器 当社 
ミネベア音響(株) 
ミネベアジオテクノロジー(株) 
ミネベアエレクトロニクス(株) 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF MINEBEA CO.,LTD. 
環中企業股 有限公司 
上海美 精密机 有限公司 

 

流通販売ほか 一般流通商品ほか ―― (株)アクタス 
（注）※の会社と当社との関係は、１９頁「９．関連当事者との取引」を参照下さい。 
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事業の系統図は主に次のとおりであります。 
 
 
 
 

得    意    先 

 
 
 
 

ベ ア リ ン グ  海 外 販 売 会 社  国 内 販 売 会 社 
販売特約店 
(株)啓愛社ｴﾇ･ｴﾑ･ﾋﾞｰ(※) 

連結子会社 
NEW HAMPSHIRE BALL  
 BEARINGS,INC. 
ROSE BEARINGS LTD. 

連結子会社 
NMB TECHNOLOGIES  
 CORPORATION 
NMB(U.K.)LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH. 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 

 

MINEBEA TECHNOLOGIES 
 PTE.LTD. 

 

 

 

 
 
 

ミ ネ ベ ア (株)  (当 社) 

電 子 機 器 機 械 加 工 品 (ベアリング・機械部品・輸送用

 
 
 
 
 

電 子 機 器  ベ ア リ ン グ  機 械 部 品  

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES 
 (PTE.)LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
上海美 精密机 有限公司 

連結子会社 
ﾐﾈﾍﾞｱ音響(株) 
ﾐﾈﾍﾞｱｼﾞｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株) 
ﾐﾈﾍﾞｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株) 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS 
 (THAILAND)CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF 
 MINEBEA CO.,LTD. 
環中企業股 有限公司 
上海美 精密机 有 
 限公司 

 

 

 

 

 

 

そ   の   他 

持 株 会 社 海外子会社に対する投融資業 

連結子会社 
NMB(USA)INC. 

 

連結子会社 
MINEBEA CP,INC. 
MINEBEA EUROPE FINANCE B.V. 
MINEBEA INVESTMENT(PTE.) LTD. 

 
(注) ※の会社と当社との関係は、１９頁「９．関連当事者との取引」を参照下さい。
―― 製品の流れ 
   原材料･部品の流れ
 特 殊 機 器 
連結子会社 
IMC MAGNETICS 
 CORP. 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 (海外支店)
機器・特殊機器） 

 

 

 
流 通 販 売 

連結子会社 
(株)アクタス 
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２．経   営   方   針 
 (1) 会社の経営の基本方針 

当社は次の「五つの心得」を経営の基本方針としております。 
 
(一) 従業員が誇りを持てる会社でなければならない 
(二) お客様の信頼を得なければならない 
(三) 株主の皆様のご期待に応えなければならない 
(四) 地域社会に歓迎されなければならない 
(五) 国際社会の発展に貢献しなければならない 
 
 この基本経営方針の下に、当社は「高付加価値製品の開発」「製品の品質の高度化」に積極的に取り組み、当社の実力
を発揮出来る分野に経営資源を集中すると共に、「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化と社内外に対して解り
やすい「透明度の高い経営」の実践を心がけております。 
 また、「環境保全活動」については、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹底し
た取り組みを続けております。 
 

 (2) 会社の利益配分に関する基本方針 

 当社の配当政策の基本的な考え方は株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しながら、安
定した配当を継続することが重要であると考えております。 
 従って、内部留保資金は、企業体質の強化と今後の新たな成長に繋げるための事業資金に充当する所存であります。 

 

 (3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社は先に述べた会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された研究開発
体制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーとして収益性を高め、企業価値を引き上げることを目標と
しております。 
 

 (4) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

当社は厳しいビジネス環境に対応し、適宜適切な経営施策を組織的且つ能率的に推進し、コーポレート ガバナンスの
充実をはかるため、日本・アジア地域、欧米地域、各営業本部を廃止し、営業本部に統合、また、業務、企画、管理、経
理財務の四本部組織を廃止し、管理部門全般の業務を掌握するため、東京事務管理部門会議を設置し、｢業務組織及び運
営規定｣を制定致しました。 

 

 (5) 関連当事者との関係に関する基本方針 
 関連当事者との取引については、市場価格を勘案し、交渉のうえ取引価格を決定しております。なお、詳細については、
１９頁「９．関連当事者との取引」を参照下さい。 

 
３．経   営   成   績 
 (1) 当期の概況 

  ① 業 績 

 当期のわが国経済は、政府の一連の経済対策により景気が下げ止まり、徐々に改善に向かう状況も見えてまいりました
が、依然として個人消費と民間設備投資は低迷し、厳しい状況が続きました。一方、米国経済は堅調に推移し、欧州経済
も回復に向かい、アジア諸国の経済も順調に回復してまいりました。 
 この様な状況の中で、当社の主要市場でありますパソコンを中心とした情報通信機器関連業界は順調に生産、販売数量
を伸ばしましたが、価格競争はますます激化し厳しい状況が続きました。当社はかかる経営環境の中で、生産効率と品質
の向上に努め、販売活動を強力に進めました。当期の業績は、売上高は２８４,７５７百万円と円高による影響もあり、
前期と比べ２０,５６７百万円(前期比６.７％減少)の減収となりました。 
 また、営業利益は３１,０６９百万円と前期と比べ７,４７７百万円(前期比１９.４％減少)減少いたしましたが、経常
利益は有利子負債の削減効果による支払利息の減少もあり、２１,５２２百万円と前期と比べ１,３０１百万円（前期比 
６.４％増加)増加いたしました。 
 また、当期に経営資源の集中と財務体質の改善をはかるため、全額出資子会社であるミネベア信販株式会社の株式等の
譲渡及び他の関係会社の整理等を決定したことに伴い、関係会社事業整理損として特別損失に２５,７８２百万円を計上
いたしました。一方、当期から税効果会計を全面的に適用し、従来からの法人税等の期間配分処理と併せて、法人税等調
整額に６,２７６百万円計上いたしました。この結果、誠に遺憾ながら当期純損失は２,６７７百万円となりました。 
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(a) 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 機械加工品事業 

機械加工品事業は当社の基幹部門でありますボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンド 
ベアリング、ハードディスク駆動装置(ＨＤＤ)に使用されるピボット アッセンブリー等のメカニカル パーツ、自動車、
航空機用のネジ、車輪や防衛関連製品が含まれております。 
パソコンを中心とする情報通信機器関連業界からの需要は順調に伸び、ボールベアリング、ピボット アッセンブリ

ー等の製品も好調に推移いたしました。 
一方、航空機関連は米国市場からの需要が減少し、ロッドエンド ベアリング、ネジ共に販売は低迷いたしました。

防衛関連製品は比較的堅調に推移いたしました。この結果、売上高は１２７,７３４百万円、営業利益は２１,９９６百
万円となりました。 

 
 電子機器事業 

 電子機器事業は、各種精密小型モーター、キーボード、スピーカー、フロッピーディスク駆動装置(ＦＤＤ)、電源、
各種マグネット製品や計測機器等が主な製品であります。主要客先であるパソコンを中心とする情報通信機器関連業界
よりの需要は好調に推移し販売数量は増加いたしましたが、激化する価格競争の影響により収益面では厳しい状況が続
きました。この結果、売上高は１４６,１３３百万円、営業利益は８,２５４百万円となりました。 
 
 流通販売事業ほか 

 流通販売事業は主として日本における家具の輸入販売であります。個人消費が低迷する中、大阪伊丹空港への新店舗
出店など、積極的な事業展開により順調に業績を伸ばしております。この結果、売上高は１０,８９０百万円、営業利
益は８１９百万円となりました。 
 
(b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 日本地域 

 日本地域は当社の最大のマーケットでありますが、景気の低迷や円高により顧客が、その生産品目を海外の子会社に
移転するなどの影響もあり、売上高は１１７,１４１百万円、営業利益は１１,８８３百万円となりました。 

 
 アジア地域 
 アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電製品メーカーの生産拠点として重要な地域であります。通貨危機による
経済混乱も収まり、販売も順調に伸長いたしました。                           この結果、売上高は７４,０６７百万円、営業利益は            
１５,１７３百万円となりました。 

 
 北米・南米地域 

 北米・南米地域は、主要顧客である航空機関連業界からの需要が低迷し、収益面で厳しい状況が続きました。この結
果、売上高は５８,２５３百万円、営業利益は２,７２９百万円となりました。 

 
 欧州地域 

 欧州地域は、ボールベアリング、キーボード、各種精密小型モーターなど、パソコン関連業界向け等、厳しい状況が
続き、売上高は３５,２９６百万円、営業利益は１,２８４百万円となりました。 

 
  ② キャッシュ・フローの状況 

 当社は、負債の削減を主要な経営方針とし、総資産の圧縮や設備投資の抑制などを進めております。 
 売掛金の早期回収や、たな卸資産等の削減を中心とする総資産圧縮を強力に進めた結果、営業活動によるキャッシ
ュ・フローは６０,２８９百万円の増加となりました。 
 設備投資の支払いによる１９,５０４百万円の減少とミネベア信販(株)の売却による５,１４７百万円の増加等の結
果、投資活動によるキャッシュ・フローは１３,２９８百万円の減少となりました。 
 短期借入金５３,３０５百万円及びコマーシャルペーパー１０,０７１百万円の返済等により、財務活動によるキャッ
シュ・フローは７１,７６５百万円の減少となりました。 
 なお、前期において、連結キャッシュ・フロー計算書の開示をしておりません。よって、当期の連結キャッシュ・フ
ロー計算書との比較による分析は行っておりません。 
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 (2) 次期の見通し 

 次期につきましては、わが国の景気は緩やかながらも回復傾向をたどるものと予想され、アジア経済は引続き順調に
回復するものと思われます。欧州経済も明るさを増しております。米国経済は順調に拡大するものと予想されますが、
インフレ懸念も強く不透明な状況にあります。 

 
① 事業の種類別セグメントの次期の見通しを示すと、次のとおりであります。 

 機械加工品事業 

 パソコンを中心とする情報通信機器関連業界からの需要は引続き好調に伸びるものと予想されますので、ボールベ
アリングを始め関連主要製品の増産とコスト削減を進め、業績の向上をはかります。航空機関連は厳しい状況が続く
ものと思われますが、中小型機市場の開拓を進め改善に努めます。 

 
 電子機器事業 

電子機器事業の主要顧客であります、パソコンを中心とする情報通信機器関連業界よりの需要は引続き好調に伸び
るものと予想されますので、高付加価値製品の開発と低価格対応製品の開発を進め、よりバランスの良い製品構成を
構築し業績の向上を目指します。 

 
 流通販売事業ほか 

主として日本における家具の輸入販売でありますが、個人消費は引続き低迷するものと予想されますので、堅実に
事業を進め業績の向上をはかります。 

 
② 所在地別セグメントの次期の見通しを示すと、次のとおりであります。 

 日本地域 

主要顧客の東南アジア地域への生産移管が進む中で、販売面では厳しい状況が続くものと思われますが、各地域の
営業、製造、技術のより緊密な協力体制を整備し業績の向上に努めます。 
 

 アジア地域 

販売面で最も成長が期待出来る地域であり、当社の主力生産基地がある地域でありますので、この利点を最大限に
活用し業績の向上をはかります。 
 

 北米・南米地域 

主要顧客の一つである航空機業界は引続き厳しい状況が続くものと予想されますが、新たな市場開拓を進め、同時
に好調な自動車業界、パソコン業界における拡販をはかり業績の安定と向上に努めます。 

 
 欧州地域 

景気の回復が進む中で、現在 進行中の開発部門の拡充により、市場のニーズに迅速に対応し、ボールベアリング
を始め主要製品の拡販に努めます。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等            
     (1) 連 結 貸 借 対 照 表                                             (単位：百万円） 

当 期 (１２・３・３１) 前 期 (１１・３・３１) 比 較 増 減 期 別 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 率 
（資 産 の 部） 

流 動 資 産 
  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金 
  営 業 貸 付 金 
  有 価 証 券 
  た な 卸 資 産 
  前 払 税 金 
  繰 延 税 金 資 産           
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 
  建 物 及 び 構 築 物 
  機械装置及び運搬具 
  工 具 器 具及び備品 
  土 地 
  建 設 仮 勘 定 
  減 価 償 却 累 計 額 
 無 形 固 定 資 産 
  連 結 調 整 勘 定 
  そ の 他 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券 
  長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産           
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
繰 延 資 産 
為替換算調整勘定 

 
１５３,６５８ 
２４,４３２ 
５６,７４７ 

－ 
８,９４２ 
４６,８３９ 

－ 
６,７１８ 
１０,７６４ 

△     ７８５ 
１８０,１８９ 
１４２,５５８ 
８２,４２６ 
１６３,９６８ 
４０,０２８ 
１１,１０５ 
３,８９１ 

△１５８,８６２ 
１７,１４１ 
１５,９９０ 
１,１５１ 
２０,４９０ 
１,３３５ 
１,２４５ 
１５,４８１ 
３,７２２ 

△  １,２９４ 
２０３ 

６９,９４２ 

％ 
３８.０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４４.６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

０.１ 
１７.３ 

 
２１９,８２６ 
５０,１８７ 
６６,９８２ 
２１,３２３ 
１０,０５９ 
５３,８１６ 
２,７６８ 

－ 
１５,９０３ 

△  １,２１３ 
１８８,９４７ 
１６０,７０８ 
８８,０７７ 
１７８,５８７ 
４０,７３７ 
１１,７３９ 
２,１０９ 

△１６０,５４３ 
２０,９０５ 
１９,６２７ 
１,２７８ 
７,３３３ 
１,３４６ 

８６ 
－ 

８,４４３ 
△  ２,５４２ 

４３４ 
６４,１５２ 

％ 
４６.４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３９.９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

０.１ 
１３.６ 

 
△ ６６,１６８ 
△ ２５,７５５ 
△ １０,２３５ 
△ ２１,３２３ 
△  １,１１６ 
△  ６,９７７ 
△  ２,７６８ 

６,７１８ 
△  ５,１３８ 

４２７ 
△  ８,７５７ 
△ １８,１５０ 
△  ５,６５１ 
△ １４,６１９ 
△    ７０８ 
△       ６３４ 

１,７８２ 
１,６８０ 

△  ３,７６４ 
△  ３,６３７ 
△     １２６ 
１３,１５６ 

△        １０ 
１,１５９ 
１５,４８１ 

△  ４,７２０ 
１,２４８ 

△    ２３０ 
５,７８９ 

％ 
△３０.１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
△  ４.６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

△５３.１ 
９.０ 

資 産 合 計 ４０３,９９４ １００.０ ４７３,３６０ １００.０ △ ６９,３６６ △１４.７ 

 
 

  当  期  前  期    

(注) 自己株式の数    １,４８９ 株     １,２１４ 株    
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                                                  （単位：百万円） 

当 期 (１２・３・３１) 前 期 (１１・３・３１) 比 較 増 減 期 別 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 
（負 債 の 部） 

流 動 負 債 
  支払手形及び買掛金 
  短 期 借 入 金 
  長期借入金(１年以内返済) 
  コマーシャルペーパー 
  未 払 法 人 税 等 
  賞 与 引 当 金 
  そ の 他 
固 定 負 債 
  社 債 
  転 換 社 債 
  長 期 借 入 金 
  退 職 給 与 引 当 金 
  そ の 他 

負 債 合 計 
 

（少 数 株 主 持 分） 
少 数 株 主 持 分 
 
（資 本 の 部） 

資 本 金 
資 本 準 備 金 

 
１２４,０８５ 
３１,２４８ 
６３,７８６ 
４,２３５ 

－ 
３,１５９ 
３,１４７ 
１８,５０７ 
１２５,１９１ 
３５,０００ 
４０,９１８ 
４８,７７１ 

２４７ 
２５３ 

２４９,２７６ 
 
 

３６１ 
 
 

６８,２５１ 
９４,７４９ 

％ 
３０.７ 

 
 
 
 
 
 
 

３１.０ 
 
 
 
 
 

６１.７ 
 
 

０.１ 
 
 

１６.９ 
２３.４ 

 
１９７,０７１ 
２７,６９３ 
１２４,３３４ 
７,６４３ 
１０,８４９ 
４,２１０ 
３,２８９ 
１９,０４９ 
１３０,１４９ 
３５,０００ 
４２,０９１ 
５１,１３２ 

３２１ 
１,６０５ 

３２７,２２１ 
 
 

４３３ 
 
 

６７,６６４ 
９４,１６２ 

％ 
４１.６ 

 
 
 
 
 
 
 

２７.５ 
 
 
 
 

 
６９.１ 

 
 

０.１ 
 
 

１４.３ 
１９.９ 

 
△ ７２,９８６ 

３,５５５ 
△ ６０,５４８ 
△  ３,４０８ 
△ １０,８４９ 
△  １,０５０ 
△    １４２ 
△    ５４２ 
△  ４,９５８ 

－ 
△  １,１７３ 
△  ２,３６０ 
△     ７３ 
△  １,３５１ 
△ ７７,９４５ 

 
 

△     ７２ 
 
 

５８６ 
５８６ 

％ 
△３７.０ 

 
 
 
 
 
 
 

△ ３.８ 
 
 
 
 
 

△２３.８ 
 
 

△１６.６ 
 
 

０.８ 
０.６ 

 
欠 損 金 

１６３,０００ 
８,６４１ 

４０.３ 
２.１ 

１６１,８２７ 
１６,１２０ 

３４.２ 
△ ３.４ 

１,１７２ 
△   ７,４７８ 

０.７ 
△４６.３ 

 
自 己 株 式 

１５４,３５８ 
△     ２ 

３８.２ 
△ ０.０ 

１４５,７０６ 
△     １ 

３０.８ 
△ ０.０ 

８,６５１ 
△      ０ 

５.９ 
 

資 本 合 計 １５４,３５６ ３８.２ １４５,７０５ ３０.８ ８,６５１ ５.９ 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

４０３,９９４ １００.０ ４７３,３６０ １００.０ △  ６９,３６６ △１４.７ 
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  (2) 連結損益及び剰余金結合計算書                              （単位：百万円） 

当    期 
自 １１・ ４・ １ 
至 １２・ ３・３１ 

前    期 
自 １０・ ４・ １ 
至 １１・ ３・３１ 

比 較 増 減 
期 別 

 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 
 
売 上 高 
売 上 原 価 

 
２８４,７５７ 
２０３,２２３ 

％ 
１００.０ 
７１.４ 

 
３０５,３２４ 
２１５,１６３ 

％ 
１００.０ 
７０.５ 

 
△  ２０,５６７ 
△  １１,９４０ 

％ 
△  ６.７ 
△  ５.５ 

売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 

８１,５３３ 
５０,４６４ 

２８.６ 
１７.７ 

９０,１６１ 
５１,６１４ 

２９.５ 
１６.９ 

△   ８,６２７ 
△   １,１４９ 

△ ９.５ 
△ ２.２ 

営 業 利 益 
営 業 外 収 益 
 受 取 利 息 
 受 取 配 当 金 
 有価証券評価損戻入額 
 持分法による投資利益 
 そ の 他 
営 業 外 費 用 
 支 払 利 息 
 為 替 差 損 
 有 価 証 券 評 価 損 
 貸 倒 損 失 
 そ の 他 

３１,０６９ 
２,５３２ 
９２６ 
８３ 
５７３ 
５ 

９４３ 
１２,０７９ 
７,８９６ 
１,７０９ 

－ 
－ 

２,４７３ 

１０.９ 
０.９ 

 
 
 
 
 

４.２ 

３８,５４６ 
１,７２５ 
６９１ 
１３５ 
－ 
１３ 
８８４ 

２０,０５０ 
１２,２３１ 

８６０ 
１,２５６ 
２,３０８ 
３,３９４ 

１２.６ 
０.６ 

 
 
 
 
 

６.６ 
 
 
 
 
 

△   ７,４７７ 
８０７ 
２３５ 

△     ５１ 
５７３ 

△      ７ 
５８ 

△   ７,９７０ 
△   ４,３３４ 

８４９ 
△   １,２５６ 
△   ２,３０８ 
△    ９２１ 

△１９.４ 
４６.８ 

 
 
 
 
 

△３９.７ 

経 常 利 益 
特 別 利 益 
 固 定 資 産 売 却 益 
 投資有価証券売却益 
 貸 倒 引 当金戻入額 
特 別 損 失 
 た な 卸 資産廃棄損 
 販売用不動産処分損 
 固 定 資 産 売 却 損 
 固 定 資 産 除 却 損 
 投資有価証券消却損 
 関係会社事業整理損           
 役 員 退 職 慰 労 金 

２１,５２２ 
３４３ 
１８９ 
－ 

１５４ 
２８,４７９ 
１,８６３ 

－ 
４３ 
２７９ 
－ 

２５,７８２ 
５０９ 

７.６ 
０.１ 

 
 
 

１０.０ 

２０,２２１ 
３９９ 
１９０ 
２５ 
１８３ 

２,１８５ 
１,４６７ 
１０３ 
１６ 
２９９ 
２７８ 
－ 
１９ 

６.６ 
０.１ 

 
 
 

０.７ 
 
 
 
 
 
 

 

１,３０１ 
△     ５５ 
△      ０ 
△     ２５ 
△     ２９ 

２６,２９３ 
３９６ 

△    １０３ 
２７ 

△     １９ 
△    ２７８ 

２５,７８２ 
４９０ 

６.４ 
△１３.８ 

 
 
 

１,２０３.１ 

税金等調整前当期純利益 
税金等調整前当期純損失 
 
  法人税、住民税及び事業税             
  過年度法人税等戻入額             
  法人税等期間配分調整額             
  法 人 税 等 調 整 額             

－ 
６,６１２ 

 
２,６６３ 
４２１ 
－ 

△   ６,２７６ 

 
△  ２.３ 

１８,４３５ 
－ 
 

４,６５５ 
－ 

１,６８９ 
－ 

６.０ △  １８,４３５ 
    ６,６１２ 

 
△   １,９９２ 

４２１ 
△   １,６８９ 
△   ６,２７６ 

 

法 人 税 等 合 計           
 少 数 株 主 利 益 

△   ４,０３４ 
９９ 

△ １.４ 
０.０ 

６,３４５ 
５８１ 

２.１ 
０.２ 

△  １０,３８０ 
△    ４８２ 

 
△８２.９ 

当 期 純 利 益 
当 期 純 損 失           

 
欠 損 金 期 首 残 高 
 欠 損 金 期 首 残 高 
 利益準備金期首残高 
 過年度税効果調整額           

－ 
２,６７７ 

 
３,１６９ 
１６,１２０ 

－ 
１２,９５０ 

 
△  ０.９ 

１１,５０７ 
－ 
 

２４,７５２ 
２０,０８５ 
１,２２３ 

－ 

３.７ 
 
 
 

△  １１,５０７ 
    ２,６７７ 

 
△  ２１,５８２ 
△   ３,９６４ 
△   １,２２３ 

１２,９５０ 

 

 連結子会社の増加に 
 よ る 欠 損金増加高 －  ５,８８９  △   ５,８８９  

欠 損 金 増 加 高 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 

２,７９４ 
２,７９４ 

－ 

 ２,８７５ 
２,７８４ 

９１ 

 △     ８１ 
９ 

△     ９１ 

 

欠 損 金 期 末 残 高 ８,６４１  １６,１２０  △   ７,４７８  
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    (3) 連結キャッシュ･フロー計算書                        （単位：百万円） 
当    期 

自１１・ ４・ １ 
至１２・ ３・３１ 

                            期 別 

 

 科 目 金  額 
  営業活動によるキャッシュ･フロー 
   税金等調整前当期純損失 
   減価償却費 
   連結調整勘定償却額 
   貸倒引当金の減少額 
   受取利息及び受取配当金 
   支払利息 
   持分法による投資利益 
   有形固定資産売却益 
   有形固定資産除却損 
   有価証券評価損戻入額 
   関係会社事業整理損 
   売上債権の減少額 
   たな卸資産の減少額 
   仕入債務の増加額 
   賞与引当金の増加額 
   退職給与引当金の減少額 
   流動資産-その他の減少額 
   流動負債-その他の増加額 

 
△   ６,６１２ 

２２,１６０ 
２,８６６ 
１,１５６ 

△   １,０１０ 
７,８９６ 

△       ５ 
△     １４５ 

２７９ 
△     ５７３ 

２５,７８２ 
９,６３１ 
２,０９２ 
５,２１４ 

３ 
△       ８ 

１６９ 
１,１１３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     小  計 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 

７０,０１０ 
９８３ 

△   ７,７６３ 
△   ２,９４１ 

 
 
 
 

 

    営業活動によるキャッシュ･フロー 
 
  投資活動によるキャッシュ･フロー 
   有価証券の売却による収入 
   有形固定資産の取得による支出 
   有形固定資産の売却による収入 
   投資有価証券の取得による支出 
   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 
   連結の範囲の変更を伴う子会社の売却による収入 
   貸付による支出 
   貸付金の回収による収入 
   固定資産-その他の減少額 

６０,２８９ 
 
 

１,６８９ 
△  １９,５０４ 

１１３ 
△       ２ 
△      ４３ 

５,１４７ 
△   １,７９２ 

６２７ 
４６７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    投資活動によるキャッシュ･フロー 
 
  財務活動によるキャッシュ･フロー 
   短期借入金の減少額 
   コマーシャルペーパーの償還による支出 
   長期借入れによる収入 
   長期借入金の返済による支出 
   自己株式の取得による支出 
   配当金の支払額 
   少数株主への配当金の支払額 
   固定負債-その他の減少額 

△  １３,２９８ 
 
 

△  ５３,３０５ 
△  １０,０７１ 

７,６４２ 
△  １２,９７４ 
△       ０ 
△   ２,７９４ 
△      ２８ 
△     ２３３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    財務活動によるキャッシュ･フロー 
 

△  ７１,７６５ 
 
 
 

  現金及び現金同等物に係る換算差額 △     ９８１  
  現金及び現金同等物の減少額 
  現金及び現金同等物の期首残高 

△  ２５,７５５ 
５０,１８７ 

 
 

  現金及び現金同等物の期末残高 ２４,４３２  
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(注) リース取引関係 

 

  当      期   前      期  
  ①リース物件の取得価額相当 
   額、減価償却累計額相当額 
   及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累
計額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累
計額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
       機 械 装 置 
       及 び 運 搬 具 ２,３５８ １,４０５ ９５３ １,９６４ １,０９２ ８７２ 

       工具器具及び備品 ４,６４３ ２,７３９ １,９０４ ４,６７３ ２,４７３ ２,２００ 
        合    計 ７,００１ ４,１４４ ２,８５７ ６,６３７ ３,５６５ ３,０７２ 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子      
込み法」により算定しております。 

 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

         １ 年 以 内 １,２９４ 百万円 １,３０９ 百万円 
         １ 年 超 １,５６３ 百万円 １,７６３ 百万円 
          合 計 ２,８５７ 百万円 ３,０７２ 百万円 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた      
め、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

       支 払 リ ー ス 料 １,３６５ 百万円 １,６０３ 百万円 
       減価償却相当額         １,３６５ 百万円 １,６０３ 百万円 

 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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  (4) 連結財務諸表作成のための基本となる事項 

   ① 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 

      連結子会社数    ５５社    主要会社名    NMB SINGAPORE LTD., NMB (USA) INC., NMB THAI LTD. 

          MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 

 

      関連会社数      ２社    うち持分法適用会社数及び主要会社名   ２社 

          (株)湘南精機 , 関東精工(株) 

 

   ② 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

(イ)連結子会社 新 
 
規 

a) 会社合併による(商号変更) 
b) 会社設立による 
c) 株式取得による 

(１社) 
(１社) 
(１社) 

NMB TECHNOLOGIES CORPORATION 
NMB F.T. INC. 
KUEN DAR (M) SDN.BHD. 

 

除 
 
 
外 

a) 会社合併による 
 
b) 株式売却による 
c) 会社清算による 

(２社) 
 
(１社) 
(３社) 

NMB CORPORATION 
NMB TECHNOLOGIES INC. 
ミネベア信販(株) 
TOOL PRODUCTS (THAILAND) LTD. 
HWAN THAI ENTERPRISE CO.,LTD. 
(株)アクタス神戸 

(ロ)持分法適用会社 新 
規 

ありません。   

 除 
外 

ありません。 
  

 
   ③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当連結財務諸表の作成にあたり、連結決算日現在
で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 
 

   ④ 会計処理基準に関する事項 
    (a) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

1.有価証券 
・取引所の相場のある有価証券 

移動平均法による低価法（洗替え方式）を採用しております。 
・その他の有価証券 

移動平均法による原価法を採用しております。 
2.たな卸資産 

当社及び国内連結子会社については、主として移動平均法又は総平均法による原価法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として先入先出法又は移動平均法による低価法を採用しております。 

    (b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
1.有形固定資産 

当社及び国内連結子会社については、法人税法に規定する定率法を採用しております。なお、少額の減価償却
資産（取得価額１０万円以上２０万円未満の減価償却資産）については、事業年度毎に一括して３年間で均等償
却しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

2.無形固定資産 
当社及び国内連結子会社については、法人税法に規定する定額法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

    (c) 重要な引当金の計上基準 
1.貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法の規定（法定繰入率）に
よる繰入限度額及び個々の債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。 
在外連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。 
2.賞与引当金 

当社及び国内連結子会社については、支給見込額基準により計上しております。 
在外連結子会社については、発生基準により計上しております。 
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3.退職給与引当金 

当社については、平成１０年４月１日より従業員退職金の全部について適格退職年金制度へ移行しており、こ
れに伴う退職給与引当金超過額の未取崩額であります。 
国内連結子会社の一部については、主として、従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支

給額の４０％を計上しております。 
在外連結子会社については、従業員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額を計上しております。 

    (d) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建資産及び負債の本
邦通貨への換算基準 
1.短期金銭債権債務 

当社及び国内連結子会社については、決算時の為替相場（為替予約のあるものは除く）による円換算額を付し
ております。 
在外連結子会社については、決算時の為替相場（為替予約のあるものは除く）によっております。 

2.長期金銭債権債務 
当社については、取得時または発生時の為替相場によっております。 
在外連結子会社については、決算時の為替相場（為替予約のあるものは除く）によっております。 

    (e) リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

   ⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 
 

   ⑥ 連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定は、連結会社の所在地国の会計慣行に従って５年から４０年の間で均等償却しております。 
 

   ⑦ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結損益及び剰余金結合計算書は、連結会社の利益処分について、連結財務諸表規則第８条ただし書の方式（繰上

方式）によっております。 
 

   ⑧ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 

  (5) 追加情報 
（税効果会計の適用） 

法人税、住民税及び事業税については、従来、未実現損益の消去及び貸倒引当金の連結ベースでの修正等により生ず
る連結利益の増減について、法人税等の期間配分の処理を行っておりましたが、連結財務諸表規則の改正により、当期
から法人税その他利益に関連する金額を課税標準として課される租税については、税効果会計を適用しております。 
この変更により、従来の方法によった場合に比べ、資産が１９,８７６百万円増加し、当期純損失が６,９２６百万円、

欠損金が１９,８７６百万円それぞれ減少しております。 
なお、セグメント情報に与える影響額は、「５．セグメント情報」に記載しております。 
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５．セグメント情報 

 (1) 事業の種類別セグメント情報 
 

当 期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） 
                                               （単位：百万円） 

当          期  

機械加工品 電子機器 流通販売ほか 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業利益       
 売 上 高       
 (1) 外 部 顧 客 に 
   対する売上高 

127,734 146,133 10,890 284,757 － 284,757 

 (2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

6,940 － － 6,940 △ 6,940 － 

計 134,674 146,133 10,890 291,697 △ 6,940 284,757 
 営 業 費 用 112,678 137,879 10,071 260,628 △ 6,940 253,688 
 営 業 利 益 21,996 8,254 819 31,069 － 31,069 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 
 資 産        183,111 234,558 8,022 425,691 △ 21,697 403,994 
 減 価 償 却 費        10,031 11,911 83 22,025 － 22,025 
 資 本 的 支 出        8,813 10,571 228 19,612 － 19,612 
(注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
  ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機械加工部品、車輪、

防衛関連用特殊機器等 

   ② 電子機器………各種小型モーター、キーボード、スピーカー、電源トランス、ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチ
ング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、バックライト・インバーター、ひずみゲージ、ロード
セル等 

   ③ 流通販売ほか…家具及びインテリア用品等 
 
  ３． 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、６９,９４２百万円であり、すべて為替換算調整勘定

であります。 
 
  ４．開示区分の変更 

 当期より事業戦略に基づきグループ内の事業区分を「機械加工品事業」「電子機器事業」「流通販売事業ほか」の３
区分にしたことに伴い、従来「機械器具関連事業」としていた「機械加工品事業」及び「電子機器事業」を区分するこ
ととしました。 

 
 

前 期（自 平成１０年４月１日 至 平成１１年３月３１日） 
 当社企業グループは、主力製品であるベアリング、電子機器等の機械器具関連の製造販売を中心に事業を行っております。
同事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額合計
の９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
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 (2) 所在地別セグメント情報                                    （単位：百万円） 

当          期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業利益        
 売 上 高        
 (1) 外 部 顧 客 に 
   対する売上高 

117,141 74,067 58,253 35,296 284,757 － 284,757 

 (2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

77,697 107,033 1,533 3,926 190,189 △ 190,189 － 

計 194,838 181,100 59,786 39,222 474,946 △ 190,189 284,757 
 営 業 費 用 182,955 165,927 57,057 37,938 443,877 △ 190,189 253,688 
 営 業 利 益 11,883 15,173 2,729 1,284 31,069 － 31,069 

Ⅱ 資 産 182,130 168,406 41,265 33,851 425,652 △ 21,658 403,994 

 

                                                   （単位：百万円） 

前          期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業利益        
 売 上 高        
 (1) 外 部 顧 客 に 
   対する売上高 

121,123 77,038 65,806 41,357 305,324 － 305,324 

 (2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

88,054 119,541 2,239 2,157 211,991 △ 211,991 － 

計 209,177 196,579 68,045 43,514 517,315 △ 211,991 305,324 
 営 業 費 用 192,987 179,557 64,895 41,330 478,769 △ 211,991 266,778 
 営 業 利 益 16,190 17,022 3,150 2,184 38,546 － 38,546 

Ⅱ 資 産 244,831 155,029 45,611 30,738 476,209 △   2,849 473,360 
(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
  ２． 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期６９,９４２百万円及び前期６４,１５２百万円であ

り、すべて為替換算調整勘定であります。 
  ３．税効果会計の適用 
     「４．(5) 追加情報」に記載のとおり、当期より税効果会計を適用しております。 
     この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当期の資産は「日本」が１９,７２４百万円、及び「アジア」が

１５２百万円とそれぞれ増加しております。 
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 (3) 海 外 売 上 高                         （単位：百万円） 

 当 期  
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 82,445 58,148 35,326 175,919 

Ⅱ 連 結 売 上 高    284,757 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
29.0 

％ 
20.4 

％ 
12.4 

％ 
61.8 

 

                                    （単位：百万円） 

 前 期  
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 81,425 65,722 41,546 188,693 

Ⅱ 連 結 売 上 高    305,324 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
26.7 

％ 
21.5 

％ 
13.6 

％ 
61.8 

(注)１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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６．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生 産 実 績                                                                        （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当 期         

機 械 加 工 品                  １２５,１２１ 

電 子 機 器                  １４１,６０６ 

流 通 販 売 ほ か                                 － 

合 計            ２６６,７２７ 
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 
(2) 受 注 実 績                                                                        （単位：百万円） 

当 期         
事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 

受 注 高       受 注 残 高       

機 械 加 工 品                 １２２,１４０ ４０,２３５ 

電 子 機 器                 １４５,３８５ ２３,３１４ 

流 通 販 売 ほ か                 １１,０７８ ８２３ 

合 計           ２７８,６０３ ６４,３７２ 
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 
(3) 販 売 実 績                                                                        （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当 期         

機 械 加 工 品                                    １２７,７３４ 

電 子 機 器                                    １４６,１３３ 

流 通 販 売 ほ か                                      １０,８９０ 

合 計                         ２８４,７５７ 
(注)1.金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

2.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合                  （単位：百万円） 

当 期         
相    手    先 

販 売 高       割 合      (％) 

（株）啓愛社エヌ・エム・ビー ９６,２２９ ３３.８ 
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７．有 価 証 券 の 時 価 等 

  ※ 前期末の「有価証券の時価等」については、「個別財務諸表等」に記載しております。 

                                                       （単位：百万円） 

 当 期 末           

 
種     類 

 

連結貸借 
対 照 表 
計 上 額 

 
時   価 

 

 
評 価 損 益 

 

 ① 流動資産に属するもの 
株     式 

 

   ８,９４２ 

 

   ９,７３５ 

 

   ７９２ 

債     券 ―― ―― ―― 

そ  の  他 ―― ―― ―― 

小       計    ８,９４２    ９,７３５    ７９２ 

 ② 固定資産に属するもの 
株     式 ―― ―― ―― 

債     券 ―― ―― ―― 

そ  の  他 ―― ―― ―― 

小    計 ―― ―― ―― 

合    計    ８,９４２    ９,７３５    ７９２ 
 (注)1. 時価(時価相当額を含む)の算定方法 
      上 場 有 価 証 券･･････････････････ 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
      店頭売買有価証券･･････････････････ 日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。 
      非上場の証券投資信託の受益証券･･････ 基準価格によっております。 
 

2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額         
    当 期 末  
 固定資産に属するもの 非上場株式（店頭売買株式を除く）  １,３３５ 百万円  
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８．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

    ※ 前期末の「デリバティブ取引」については、「個別財務諸表等」に記載しております。 

    当期末の「デリバティブ取引」については、該当事項はありません。 
 
 
９．関連当事者との取引 
 
 役員及び個人主要株主等 

関 係 内 容 
属性 

会社等
の名称 

住所 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取 引 の 
内 容 

取引金額 科 目 期末残高 

役員及
びその
近親者 

貝沼 由久    - - 当社専務 
取締役 
(株)啓愛社エ
ヌ・エム・ビー 
代表取締役 
専務 

(被所有) 

直接 0％ 

- - ｢(株)啓愛社エヌ・エム・ビー｣を参照下さい。 

役員及
びその
近親者 

松岡 敦    - - 当社取締役 
(株)啓愛社エ
ヌ・エム・ビー
代表取締役 
社長 

(被所有) 

直接 0％ 

- - ｢(株)啓愛社エヌ・エム・ビー｣を参照下さい。 

  百万円      百万円  百万円 
(株)啓愛社
エヌ・エ 
ム・ビー 

東京都 
北区 

1,905 精密機械部品、 
鋼材及び製鋼 
原料の販売等 

(被所有) 
直接 5.0% 

兼任 7 人 
出向 2 人 

当社製品及
び仕入製品
の販売特約
店 

当社製品
及び仕入 
製 品 の
販売 

96,229 

売掛金 
及び 
受取手形   34,585 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等 

      当社が鋼材
等を購入し
ている 

営 
業 
取 
引 

鋼 材 等
の購入  4,220 

買掛金 
及び 
支払手形 

  1,535 

 (注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
    1.(株)啓愛社エヌ・エム・ビーとの取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 
    2.製品及び仕入れ製品の販売価格は、市場価格を勘案し、毎期交渉の上決定しております。 
    3.鋼材等の購入価格は、市場価格を勘案し、交渉の上決定しております。 
    4.取引金額は、消費税等抜きによっておりますが、期末残高には消費税等が含まれております。 


